
証券コード：3399

第30回 定時株主総会

招集ご通知

開催日時 2023年４月27日（木曜日）午前10時
受付開始：午前９時

開催場所 札幌市中央区北１条西11丁目１番地
ロイトン札幌 ３階 「ロイトンホール」

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締

役１名選任の件
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株主の皆様へ
当社第30回定時株主総会

新型コロナウイルス感染防止の対応について
新型コロナウイルス感染症対策の観点から、下記対応を取らせていただきますので、諸事情ご

賢察のうえ、ご理解並びにご協力を賜りますようお願い申しあげます。

1. 当社の対応について
・株主総会の運営に関わるスタッフは、マスクを着用して参加いたします。
・受付付近での混雑緩和のため、各種書類は会場内に準備いたします。
・会場内スペース（座席等）につきましては、余裕をもって配置する予定でございます。

2. 株主様へのお願い
・今回の株主総会におかれましては、事前の議決権行使をご検討ください。
（４ページの「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。）
・株主総会にご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にご留意い
ただき、ご無理のないようにお願い申しあげます。また、基礎疾患のある方や体調のすぐれな
い方は、ご出席をお控えください。

３. その他
・本総会では、お土産品の配布はありません。

今後本対応に追加すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレ
ス https://www.yamaokaya.com/）に掲載させていただきます。
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証券コード 3399
2023年４月11日

（電子提供措置の開始日2023年４月５日）
株 主 各 位

札幌市東区東雁来７条１丁目４番32号

代表取締役社長 一由 聡

第30回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第30回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第30回定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://maruchiyo.yamaokaya.com/ir/market/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日のご出席に代えて、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますので、お手数
ながら電子提供措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお
願い申しあげます。

［書面による議決権行使の場合］
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年４月26日（水曜日）午後６時までに

到着するようご返送ください。
［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、画面の案内にしたがって、2023年４月26日

（水曜日）午後６時までに、議案に対する賛否をご入力ください。
なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、５頁の「インターネット等による議決権行使のご案

内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
敬 具
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記

1 日 時 2023年４月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

2 場 所 札幌市中央区北１条西11丁目１番地
ロイトン札幌 ３階 「ロイトンホール」
(末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3 目的事項 報告事項 第30期（2022年２月１日から2023年１月31日まで）事業報告及
び計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任

の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

4 議決権の行使に
ついて

議決権行使書面において議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ
たものとして取り扱わせていただきます。
書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネ
ット等による議決権行使の内容を有効とさせていただきます。
また、インターネット等により複数回議決権を行使された場合は、最後（ただし
議決権行使期限前に限る）に行使された内容を有効とさせていただきます。

以 上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。
なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていた
だきます。
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2023年４月26日（水曜日） 2023年４月26日（水曜日）

株主総会に
ご出席される場合

日 時

時）９（受付開始：午前午前10時
年2023 27月４ 日（木曜日）

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

午後６時到着分まで 午後６時入力完了分まで

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたしま
す。

反対する候補者の番号を
ご記入ください。

の欄に〇印

の欄に〇印をし、「賛」
「否」

の欄に〇印「賛」

の欄に〇印

の欄に〇印

「否」
「賛」

一部の候補者を
反対する場合

全員反対する場合

全員賛成の場合

反対する場合

賛成の場合

第２号議案

第１、３号議案

こちらに議案の賛否をご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

行使期限 行使期限

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.

2.

3.

4.

○○○○○○○

）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年 ×月××日

見 本

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議決権行使書

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよう
お願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

●

●

●

●

●
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議 決 権 行 使 書
御中

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.

2.

3.

4.

○○○○○○○

）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年 ×月××日

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.

2.

3.

4.
）
線
取
切
（

○○○○○○○

見 本
見 本

4

3

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

インターネット等による議決権行使のご案内

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。※

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「次へ」をクリック

「パスワード」
を入力

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※操作画面はイメージです。

「スマート行使」での議決権行使は１回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524

（受付時間 平日９：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

「議決権行使コード」
を入力

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存
じます。

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金 16円
配当総額 40,006,768円

剰余金の配当が効力を生じる日 2023年４月28日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ）全員（６名）は、本総会終結の時をも

って任期満了となりますので取締役５名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断してお

ります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 当社における地位

１ やま おか ただし

山岡 正 代表取締役会長 再 任

２ いち よし さとる

一由 聡 代表取締役社長 再 任

３ あら や けん いち

荒谷 健一 取締役営業本部長 再 任

４ おお た しん すけ

太田 真介 取締役管理本部長兼財務経理部長 再 任

５ みなみ はた やす のり

南畑 泰道 社外取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員
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候補者番号

１ やま おか ただし

山岡 正 （1955年５月21日）

所有する当社の株式数……………… 913,000株
在任年数……………………………… 30年
取締役会出席状況…………………… 17／17回

再 任 [略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況]
1974 年４月 自衛隊入隊
1978 年１月 自衛隊除隊
1978 年３月 ㈱エヌ・ジー・シー入社

1980 年２月 ㈲丸千代商事代表取締役社長
1993 年３月 当社代表取締役社長
2021 年４月 当社代表取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
候補者は、当社創業者として強いリーダーシップを発揮し、当社設立から30年経営全般を牽引しており、当社の
経営戦略、営業戦略、マネジメントや業務執行に十分な役割を果たしてまいりました。これらのことから、候補
者は今後も当社の企業価値向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号

２ いち よし さとる

一由 聡 （1970年６月25日）

所有する当社の株式数……………… 53,400株
在任年数……………………………… 21年
取締役会出席状況…………………… 17／17回

再 任 [略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況]
1994 年６月 ㈱丸千代商事入社
1997 年３月 同社取締役営業部長
2002 年２月 当社取締役営業部長
2008 年３月 当社取締役購買部長
2010 年６月 当社取締役人事総務部長兼

経営企画室長
2011 年８月 当社取締役経営企画室長兼

営業副本部長

2012 年２月 当社取締役営業本部長
2012 年９月 当社取締役営業本部長兼

第一営業部長
2013 年３月 当社専務取締役営業本部長兼

第一営業部長
2015 年８月 当社専務取締役営業本部長兼

第二営業部長
2017 年３月 当社専務取締役営業本部長
2021 年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2023 年２月 当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
候補者は、当社に入社後、主に営業部門に従事しており、現在は代表取締役社長として当社の経営戦略、営業戦
略、マネジメントや業務執行に十分な役割を果たしてまいりました。これらのことから、候補者は今後も当社の
企業価値向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号

３ あら や けん いち

荒谷 健一 （1979年１月８日）

所有する当社の株式数……………… 8,000株
在任年数……………………………… ６年
取締役会出席状況…………………… 17／17回

再 任 [略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況]
2004 年 4 月 当社入社
2009 年 9 月 当社営業本部関東第二営業部SV
2011 年 8 月 当社西日本営業部部長
2014 年 9 月 当社第二営業部部長

2015 年４月 当社管理本部人材開発部部長
2017 年４月 当社取締役管理本部長兼

人材開発部長
2021 年２月 当社取締役管理本部長
2023 年２月 当社取締役営業本部長（現任）

取締役候補者とした理由
候補者は、当社に入社後、営業部門や人事部門に従事しており、現在は営業本部長として当社の営業戦略、マネ
ジメントや業務執行に十分な役割を果たしてまいりました。これらのことから、候補者は今後も当社の企業価値
向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号

４ おお た しん すけ

太田 真介 （1973年１月16日）

所有する当社の株式数……………… 6,500株
在任年数……………………………… ２年
取締役会出席状況…………………… 17／17回

再 任 [略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況]
1994 年 4 月 ㈱セイコーマート入社
1999 年 7 月 千葉登税理士事務所入社
2001 年 2 月 ㈱アイティ・コミュニケーションズ入

社
2003 年 3 月 当社入社

2008 年 3 月 当社財務経理部長
2012 年 2 月 当社管理本部財務経理部長兼

経営企画室長
2017 年４月 当社管理本部財務経理部長
2021 年４月 当社取締役財務経理部長
2023 年２月 当社取締役管理本部長

兼財務経理部長（現任）
取締役候補者とした理由
候補者は、財務経理に豊富な知識と経験を有し、当社に入社後は一貫して財務経理やＩＲ業務を担当しており、
現在は管理本部長兼財務経理部長として当社のマネジメントや財務戦略に十分な役割を果たしてまいりました。
これらのことから、候補者は今後も当社の企業価値向上に必要な人材であると判断し、引き続き取締役候補者と
いたしました。
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候補者番号

５ みなみ はた やす のり

南畑 泰道 （1972年３月19日）

所有する当社の株式数……………… 100株
在任年数……………………………… １年
取締役会出席状況…………………… 13／13回

再 任

社 外

独 立

[略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況]
1995 年４月 千代田火災海上保険㈱（現 あいおい

同和損害保険㈱）入社
2001 年４月 オリックス㈱入社
2007 年２月 ㈱八十二銀行入行（現任）
2021 年５月 当社顧問

2022 年４月 当社社外取締役（現任）

[重要な兼職の状況］
㈱八十二銀行調査役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
候補者は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、主に金融機関において財務やM&Aのアドバイザリーな
ど豊富な知識と経験を有し、当社の社外取締役として、リスクマネジメントや財務、法務、労務などに十分な役
割を果たしてまいりました。これらのことから、候補者は今後も当社の企業価値向上に必要な人材であると判断
し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１ 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２ 南畑泰道氏は社外取締役候補者であります。当社は、南畑泰道氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める額としており、南畑泰道氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、
当社は、南畑泰道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任が承認された場合に
は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

３ 当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担す
ることとなる役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる
ことのある損害を当該保険契約により補填することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
法令等に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

お だ ぎり りょう じ

小田切 良司 （1961年２月13日） 所有する当社の株式数……………… －株

社 外 [略歴、当社における地位及び担当]
1980 年３月 北海道労働行政事務代行所入所
1990 年４月 カブトデコム㈱入社
1994 年３月 池戸経営会計事務所入所
2002 年３月 行政書士小田切良司事務所所長
2004 年11月 ㈲オフィス・ノア代表取締役（現任）

2007 年12月 小田切労務行政事務所所長（現任）
2008 年５月 労働保険事務組合MK経営労務センタ

ー理事長（現任）

[重要な兼職の状況］
㈲オフィス・ノア代表取締役
小田切労務行政事務所所長
労働保険事務組合MK経営労務センター理事長

補欠の社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
候補者は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、行政書士としての知見や経験及び労務関連の知見を当
社の監査等委員である取締役としての監査に反映していただくことを期待したためであります。

（注）１ 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２ 小田切良司氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３ 当社は、小田切良司氏が社外取締役に就任した場合には、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社
法第425条第１項に定める額といたします。また、小田切良司氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満た
しており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

４ 当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担す
ることとなる役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる
ことのある損害を当該保険契約により補填することとしております。小田切良司氏が取締役に選任され就任した場合は、当
該保険契約の被保険者となります。

以 上
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186億76百万円

5億14百万円

5億82百万円

4億13百万円

23.5 69.0

71.6 7.1

売 上 高 前期比

％増
　

経常利益

　

前期比

％増
　

営業利益

　

前期比

％増
　

当期純利益

　

前期比

％増
　

提供書面

事業報告（2022年２月１日から2023年１月31日まで）

1 会社の現況

（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、３月のまん延防止等重点措置の解除以降、政府や自治体による各種施
策の効果もあり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立が図られ、企業活動及び
個人消費は持ち直しの動きが見られました。一方、ロシアによるウクライナ侵攻等の地政学的リスクが長期
化していることや為替相場の円安の影響もあり、原油などのエネルギー資源や原材料価格の更なる高騰も懸
念され、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。
外食産業におきましては、３月のまん延防止等重点措置の解除以降、行動制限が緩和されたことにより、

宿泊や飲食サービス業などの消費関連業種の業績も緩やかな回復基調が見られるものの、ウクライナ情勢の
長期化等の地政学的リスクや円安の進行によるエネルギー資源や原材料価格の高騰など、依然として厳しい
経営環境が続いております。
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このような状況下、当事業年度におきましては、「“ありがとう” を創る」という全社スローガンのもと、
ご来店いただくお客様、従業員、取引先など様々なステークホルダーの皆様と互いに感謝しあえる関係性を
つくり、さらなる事業の発展を推進するため、引き続きＱＳＣ（商品の品質、サービス、清潔さ）の向上及
び従業員トレーニングを重要課題として取り組んでまいりました。
売上高獲得につきましては、お客様に選んでいただける店舗作りを目的として、ＱＳＣ（商品の品質、サ

ービス、清潔さ）の向上のための従業員トレーニングを、トレーニングセンターにおいて店舗責任者からパ
ート・アルバイトまで内容を充実して体系的に実施するとともに、並行して実施した社内コンテストによ
り、スタンダードオペレーションの徹底を行ってまいりました。また、販売促進とブランディングのために
ＳＮＳも活用し、新店オープン・期間限定商品販売の案内、クーポンの定期配信など販売促進策を行うこと
で来店動機の喚起などを継続的に行ってまいりました。３月のまん延防止等重点措置の解除以降、ほぼ全店
において措置以前の営業時間での営業を行うことが出来たことや行動制限の緩和に伴いロードサイド店舗の
集客が高まり、来店客数の増加傾向が継続し売上高は計画を大幅に上回り過去最高となりました。
コスト面につきましては、需給バランスや価格高騰に伴う原材料価格の変動が継続しており、引き続き厳

格なロス管理を行っておりますが、為替の変動を主因として、前事業年度と比較し原価率が約１％上昇いた
しました。人件費につきましては、引き続き適切なワークスケジュール管理を行い適正化に努めております
が、時給単価上昇が続いていることや待遇改善のためのベースアップや特別賞与支給、来店客数増加に伴う
スタッフの増員と人員配置の見直しにより大幅に増加いたしました。それに伴い求人費用も増加いたしまし
た。エネルギーコストにつきましては、こちらも為替の変動が要因で当初の見込みから約５億円の増加とな
りました。主要コストを含めその他店舗管理コストにつきましても、引き続き徹底した効率化を図っており
ますが、原材料価格や配送費、人件費の増加及びエネルギーコストの高騰が続いていることなどもあり、販
売費及び一般管理費は計画を大幅に上回ることとなりました。
なお、当事業年度の新規店舗展開は北海道に味噌ラーメン山岡家を１店舗、ラーメン山岡家は関東地方に

２店舗、東北・東海・近畿・中国地方にそれぞれ１店舗の出店を行ったことにより、当事業年度の店舗数は
176店舗となりました。
その結果、当事業年度の売上高は18,676,671千円（前期比23.5％増）、営業利益は514,110千円（前期

比71.6％増）、経常利益は582,520千円（前期比69.0％増）となりました。また、特別損益において、同感
染症拡大防止に伴う休業協力金等の助成金の収入を131,403千円計上したことや減損損失75,281千円を計
上したことなどにより、当期純利益は413,794千円（前期比7.1％増）と過去最高になりました。
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② 設備投資の状況
当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は1,340,829千円であります。
その主たるものは、８店舗の新規出店の設備投資であります。

③ 資金調達の状況
当事業年度中に、所要資金として金融機関より長期借入金として1,300,000千円の調達を実施いたしまし

た。
また、総額200,000千円の社債（私募債）を発行いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

（2）財産及び損益の状況
第27期

（2020年１月期）
第28期

（2021年１月期）
第29期

（2022年１月期）
第30期

（当事業年度）
（2023年１月期）

売上高 （千円） 14,106,647 14,265,342 15,122,330 18,676,671

当期純利益 （千円） 277,068 141,930 386,275 413,794

１株当たり当期純利益 （円） 114.47 58.64 158.04 168.99

総資産 （千円） 6,095,964 6,445,262 6,702,184 8,462,952

純資産 （千円） 1,778,299 1,914,126 2,227,539 2,461,869

１株当たり純資産額 （円） 717.29 758.47 905.00 1,005.25

（注）１．「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する自社の株式は、１株当たり当
期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、当事業
年度に係る各数値について は、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
国内経済は、新型コロナウイルス感染症の各種制限が概ね解除され経済活動の正常化へ歩みだしております

が、為替の変動や地政学的リスクに伴う物価上昇圧力が続いております。このような状況下で企業各社におき
ましても賃金上昇の流れが明確になっておりますが、いまだに実質賃金の減少は継続しております。また世界
的な半導体不足、資源価格の高騰、ロシアによるウクライナ侵攻など、景気の先行きの不透明感は、かつてな
いほど強まる状況となっております。
外食産業におきましては、社会活動や経済活動が活発になり、外食需要が回復する中でお客様ニーズの多様

化もあり、強い来店動機が必要となっております。また、原材料価格や配送費、エネルギーコストの高騰など
経営環境へのリスクも多く、依然として厳しい経営環境が続いております。
このような状況下で、当社の対処すべき課題は、以下のとおりであると考えております。

❶ 経営理念・長期ビジョンの浸透と実践について
❷ 人材採用及び育成の強化、定着率の向上、福利厚生制度の充実について
❸ 店内調理と手作り感へのこだわりによる商品クオリティの安定について
❹ 出店エリア選定や収益性を中心とした、出店戦略強化について
❺ 効率的な配送・購買活動によるコスト増への対応と食材の安定供給について
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（5）主要な事業内容（2023年１月31日現在）

ラーメン店の経営

（6）主要な営業所及び工場（2023年１月31日現在）

本社 北海道札幌市

店舗

北海道地区 53店舗
東北地区 17店舗
関東地区 75店舗
北陸地区 ８店舗
東海地区 18店舗
関西地区 ２店舗
中国地方 ２店舗
九州地区 １店舗

（7）使用人の状況（2023年１月31日現在）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
443（1,521）名 36（204）名増 40.6歳 8.2年

（注） 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は（ ）内に年間の平均雇用人員（１名当たり１
日８時間換算）を外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2023年１月31日現在）

借入先 借入額

株式会社北海道銀行 403,328千円

株式会社三井住友銀行 330,364

株式会社三菱UFJ銀行 300,000

株式会社みずほ銀行 187,500

日本生命保険相互会社 170,000

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 株式の状況（2023年１月31日現在）

① 発行可能株式総数 9,876,000株
② 発行済株式の総数 2,514,100株
③ 株主数 5,377名
④ 大株主（上位10名）

株主名 所有株式数（株） 持株比率（％）

山岡 正 913,000 36.51

丸千代山岡家社員持株会 100,500 4.02

㈱エヌ・ジー・シー 90,300 3.61

山岡 江利子 85,000 3.40

若杉 精三郎 66,300 2.65

一由 聡 53,400 2.14

㈱日本カストディ銀行（信託E口） 51,400 2.06

和弘食品㈱ 51,000 2.04

㈱三和 50,000 2.00

㈱大橋製麺所 50,000 2.00

（注）１ 当社は、自己株式13,677株を保有しております。
２ 持株比率は自己株式13,677株を控除して計算しております。なお、当該自己株式には、株式会社日本カストディ銀行（信

託E口）が保有する当社株式51,400株は含まれておりません。
３ 当事業年度において、発行済株式の総数が5,600株増加しておりますが、これは新株予約権の行使によるものであります。

⑤ その他株式に関する重要な事項
株式給付信託（BBT）
当社は、2018年４月26日開催の株主総会決議に基づき、2018年６月25日より、取締役（業務執行取締

役に限る。以下同じ。）に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（BBT）」（以下、「BBT制度」
という。）を導入しております。
BBT制度は、「役員株式給付規程」に基づき、取締役にポイントを付与し、そのポイントに応じて、取締

役に株式を給付する仕組みです。当社は、制定した「役員株式給付規程」に基づき、将来給付する株式を予
め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得いたし
ます。なお、BBT制度に係る信託E口の2023年１月31日現在の保有株式数は51,400株であります。
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3 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

4 会社役員の状況

（1）取締役の状況（2023年１月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 山 岡 正

代表取締役社長 一 由 聡 営業本部長

取締役 荒 谷 健 一 管理本部長

取締役 太 田 真 介 財務経理部長

取締役 木 村 敏 彦 人事総務部管掌

取締役 南 畑 泰 道 株式会社八十二銀行調査役

取締役（監査等委員） 坂 本 尚 幸 SCCコンサルティング株式会社代表取締役

取締役（監査等委員） 斉 藤 世司典 株式会社オーバルマネジメント代表取締役
オーバル税理士法人代表社員

取締役（監査等委員） 渡 辺 剛 NTS総合司法書士法人社員
株式会社3eee社外監査役

（注）１ 取締役南畑泰道氏並びに監査等委員坂本尚幸氏、斉藤世司典氏及び渡辺剛氏は、社外取締役であります。
２ 監査等委員坂本尚幸氏は会社経営者としての経験を有し、斉藤世司典氏は税理士の資格を有し、渡辺剛氏は司法書士法人の

社員としての経験を有しており、３名の監査等委員とも財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３ 監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しているため、必

ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。
４ 取締役南畑泰道氏並びに監査等委員坂本尚幸氏、斉藤世司典氏及び渡辺剛氏は東京証券取引所の規定する独立役員でありま

す。
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（2）取締役の報酬等の総額

区分 員数（名） 報酬等の額（千円）
報酬等の種類別の額

基本報酬（千円） 業績連動型株式報酬（千円）

取締役（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

６
（１）

132,776
（2,250）

107,850
（2,250）

24,926
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３
（３）

13,800
（13,800）

13,800
（13,800）

－
（－）

合計
（うち社外役員）

９
（４）

146,576
（16,050）

121,650
（16,050）

24,926
（－）

（注）１ 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２ 上記の業績連動型株式報酬の額は、当事業年度に計上した、役員株式給付引当金繰入額であります。
３ 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2018年４月26日開催の第25回定時株主総会において、年額300百万円以

内（ただし使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点での取締役の員数は３名です。
４ 取締役の報酬等の額のうち、変動報酬については、2018年４月26日開催の第25回定時株主総会において、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）に対する業績連動型株式報酬制度を導入し、上記の基本報酬とは別枠で、3事業年度で146百万
円を上限として金銭拠出する旨決議されております。

５ 業績連動型株式報酬に係る業績指標は、経常利益の業績計画の達成度合いにより変動するものとしております。その理由は
成長投資や株主還元の原資として分りやすい指標であるためです。なお、2023年１月期はその目標が経常利益5.5億円、実
績は5.8億円となりました。

６ 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年４月26日開催の第25回定時株主総会において年額100百万円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点での監査等委員である取締役の員数は３名です。

（3）報酬等の内容の決定に関する方針
当社は、以下の通り取締役の報酬等の内容の決定に関する方針を定めております。
① 基本方針

取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と
連動した報酬体系としております。

② 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬に関する方針
取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、役位、職責、在任年数等に応じて総合的に勘案して決定し

ております。また、業績連動の非金銭報酬を株式給付信託とし、毎年決算時にポイントを計上しておりま
す。ポイントは業績指標を反映したものとし、経常利益の業績計画の達成度合いにより変動するものとし
ております。

③ 監査等委員である取締役の報酬に関する方針
監督機能を担う監査等委員である取締役の報酬は、その職責に鑑み基本報酬のみとしております。
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④ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬については、第25回定時株主総会で取締役（監査等委員である取締役を除く。）は年額

300百万円以内、監査等委員である取締役は年額100百万円以内と決議いただいており、その範囲内で代
表取締役会長の原案を指名・報酬諮問委員会に諮問し答申を得ることとし取締役会にて決議することとし
ております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び

決定された報酬等の内容が、決定方針に基づいて代表取締役会長が業績を俯瞰し原案が作成され、任意の
指名・報酬諮問委員会において討議されたものであり、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第
１項に定める額としております。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被

保険者が負担することとなる役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生じることのある損害を当該保険契約により補填することとしております。当該保険契
約の被保険者の範囲は取締役であり、保険料は全額当社が負担しております。
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（6）社外役員等に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役南畑泰道氏は、株式会社八十二銀行の調査役であります。当社と兼職先との間には特別な関係
はありません。

・社外取締役坂本尚幸氏は、SCCコンサルティング株式会社の代表取締役であります。当社と兼職先との間
には特別な関係はありません。

・社外取締役斉藤世司典氏は、株式会社オーバルマネジメント代表取締役及びオーバル税理士法人の代表社
員であります。当社と両兼職先との間には特別な関係はありません。

・社外取締役渡辺剛氏は、NTS総合司法書士法人の社員及び株式会社3eeeの社外監査役であります。当社
と両兼職先との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
南畑 泰道

当事業年度に開催された社外取締役就任後の取締役会13回の全てに出席いたしました。金融機
関において財務やM&Aのアドバイザリーなど豊富な知識と経験から、取締役の意思決定の妥
当性等を確保するための発言を行っております。
更にリスクマネジメントや財務、法務、労務など当社の事業活動全般に適宜必要なアドバイス
をいただきました。

取締役（監査等委員）
坂本 尚幸

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。会社経営者としての見地か
ら、取締役の意思決定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査等委員会14回の全てに出席し、監査等委員の意思決
定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
更に、任意の指名・報酬諮問委員会の委員として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の
選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

取締役（監査等委員）
斉藤 世司典

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。税理士としての専門的見地
から、取締役の意思決定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査等委員会14回の全てに出席し、監査等委員の意思決
定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
更に、税務の専門家として、当社の経理業務に対し適宜必要なアドバイスをいただきました。

取締役（監査等委員）
渡辺 剛

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。司法書士としての専門的見
地から、取締役の意思決定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度において開催された監査等委員会14回の全てに出席し、監査等委員の意思決
定の妥当性等を確保するための発言を行っております。
更に、法務の専門家として、当社の総務業務に対し適宜必要なアドバイスをいただきました。
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5 会計監査人の状況

（1）名称 清明監査法人
（2）報酬等の額

報酬等の額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000

（注）１ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２ 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況等を総合的に検討し、また過去の報酬実績も参考
にして、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の適格性・独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であ

ると認められる場合等、その必要があると判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する状況にあり、かつ改善の見込みがない

と判断した場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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6 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

[1] 業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの基本方針）
取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制についての決定内容の

概要は、以下のとおりであります。

（基本的な考え方）
当社は、経営の透明性、健全性を実現、維持するためには、コンプライアンスを常に意識した経営を行うこと

が必要不可欠であり、役員・従業員が強い倫理観を持ちながら、よりよい企業風土、組織、制度を整備・確立し
企業価値を高めていくことが、企業存続において最重要であると認識しております。
よって、経営上･組織上の決定事項、重要事項、戦略等の遂行・運用において常に法令及び定款を遵守すべく、

取締役会はもとより監査等委員監査及び内部監査によるチェック体制及び稟議制度等により相互牽制機能を保
ち、適法性を維持していくべきであると考えております。

1. 経営理念
食を通じて、人と地域社会をつなぐ企業へ 全てのお客様に喜んでもらい、「お客様」「社会」「社員」に必

要とされる企業であり続ける

2. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 企業行動規範及び組織規程、職務権限規程、職務分掌規程において定められた責任及び権限に則り職務を

遂行する。
② 取締役及び従業員が法令及び定款を遵守することはもとより、経営理念を実現するために「行動指針」と

「８つの使命」を定めて実践する。
③ 法令違反行為等に関する通報に対して適切に対処するため、「社内通報制度運用規程」を制定し、従業員

の社内通報・連絡・相談窓口を設置・運用する。
④ 取締役会の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を選任する。
⑤ 監査等委員会は、独立した立場から内部統制システムの整備・運用状況を含め、「監査等委員会監査等基

準」及び「監査計画」に従い、取締役の職務執行状況を監査する。
⑥ 内部監査室は、法令、定款及び諸規程等に基づき適切な業務が行われているか定期的に監査を行い、取締

役会に報告する。
⑦ コンプライアンス意識の徹底・向上を図るため、取締役及び従業員を対象とした、コンプライアンスの基

本や業務上必須な情報管理等に関する研修を実施し、継続的な教育・普及活動を行う。
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3. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 人事総務部は、取締役の職務の遂行に係る稟議書、取締役会等の意思決定に係る重要情報について、「稟

議規程」「文書取扱規程」等に基づき、速やかに閲覧が可能な状態かつ適切な方法で保存・管理する。
② 当該情報に係る「稟議規程」「文書取扱規程」他諸規程については、必要に応じて適宜見直しを行い、改

善を図る。

4. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 総合的なリスク管理体制については、コンプライアンス委員会を定期的に開催しリスク管理全般について

企画、検討、実行を行うほか、同委員会の下部組織としてリスク管理部会を設置し定期的に開催してお
り、業務プロセス上等において重大なリスクが発見された場合は、コンプライアンス委員会へ具申するこ
ととする。

② 個別のリスク管理については、災害、事故、トラブル等に迅速に対応出来るよう、店舗、エリア、本部間
の緊急連絡網を整備し、「危機管理マニュアル」を全店舗に備え付け、緊急時の対応に備えることとする。
更に、不測の事態が発生した場合には、顧問弁護士を含む外部アドバイザーに対し連絡、相談等が可能な
体制としているほか、緊急事態対策室をコンプライアンス委員会内に発足させることとする。

③ 内部監査室が定期的にリスク管理項目についての監査を行い、取締役会及び監査等委員に報告する。

5. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制
① 「取締役会規程」を遵守し、取締役は取締役会においてその業務執行に関して報告を行うことで相互に牽

制・チェック体制を保ち、経営上の重要事項については企業倫理・コンプライアンスを意識して取締役会
で決議する。

② 「取締役会規程」に定められている要付議事項については、事前に十分な資料を準備して、取締役会に付
議することを遵守する。

③ 経営計画に基づく各部門の目標と責任を明確化するとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績
目標の達成を図る。

6. 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びそ
の使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに指示の実効性確保に関する事項

① 必要に応じ、人事総務部と内部監査室は監査等委員からの調査の委嘱を受け、監査等委員の職務を補助し
ており、職務の遂行上必要な場合、監査等委員が使用人を取締役から独立させて業務を行うよう指示出来
る体制とする。

② 監査等委員補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、監査等委員補助使用人は取締役の指揮、命
令を受けないものとし、当該期間中の任命、異動、評価、解任等については監査等委員の同意を得る。
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7. 取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
① 監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会を中心に出席する。

また、必要に応じて一切の社内会議に出席する権限を持つ。
② 監査等委員の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査室

は内部監査の結果を報告する。
③ 取締役及び使用人は、業務または財務に重大な影響を及ぼす恐れのある法律上または財務上の諸問題や重

大な法令・定款違反及び不正行為の事実など、緊急の案件が発生した場合には、遅滞なく監査等委員へ報
告する。

8. 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制
監査等委員への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを行う

ことを禁止し、「内部通報規程」で定める通報者の保護に基づき、当該報告をした者の保護を行う。

9. 監査等委員の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が、その職務を執行する上で発生する費用を請求した場合は、監査等委員の職務の執行に必要で

ないと認められた場合を除き、速やかに処理する。

10. その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 社外取締役として、可能な限り企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、

代表取締役社長や取締役等、業務を執行する者からの独立性を保持する。
② 社長は、当社の対処すべき課題や監査上の課題について、監査等委員会と定期的に意見交換を行う。
③ 監査等委員は、内部監査室と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査室に調査を依頼することができ

る。

11. 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するとともに、「財務報告に係る内部統制の

整備に関する基本方針」を定め、財務報告において不正や誤謬が発生するリスクを管理し、予防及び牽制機能
を整備・運用・評価し、不備があれば是正していく体制を整備する。

12. 反社会的勢力排除に向けた体制
① 当社は、「企業行動規範」及び「反社会的勢力対応規程」において、反社会的勢力に対して一切関係を持

たずいかなる利益供与も行わないことを明記する。
② 適宜、外部機関を利用して取引先企業の情報調査を行い、反社会的勢力・団体に該当するかどうかのチェ

ックを行う。
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[2] 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、以下の具体的な

取り組みを行っております。
① 監査等委員出席の下、原則月1回定期的に取締役会を開催し、取締役は営業部門及び管理部門の業務執行

に関して報告を行い、その報告内容について相互牽制を実施し、法令・定款に適合しているか確認を行っ
ております。

② 各部門の部門長が出席し、原則週1回部門長会議を開催し、権限に基づいた意思決定の他、取締役会付議
事項の内容検討、業績の進捗確認等の業務上の報告を行い情報の共有を図っております。

③ コンプライアンスへの意識向上や法令違反行為等の防止を図るため、適宜リスク管理部会及びコンプライ
アンス委員会を開催し、法令遵守やリスク顕在化の有無などを審議・確認しております。

④ 監査等委員は、月１回の定例取締役会に出席し、経営上の重要事項についての報告を受けており、毎月１
回定期的に監査等委員会を開催して監査等委員間の意見交換及び意思統一を図っております。また、監査
等委員の監査が実効的に行われるために、監査等委員は内部監査室と連携し内部監査室の監査内容の報告
を受け、情報共有をする等連携強化に努めております。更に、監査等委員は会計監査人とも定期的に連携
を取り、監査計画や監査報告などの報告を受け、また、社長との面談を適宜行い監査等委員監査の充実を
図っております。

7 その他

事業報告の内容を補足する重要な事項はありません。
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計算書類

貸借対照表（2023年１月31日現在） （単位：千円）

科目 当期 （ご参考）前期
資産の部
流動資産 3,081,576 2,283,522

現金及び預金 2,132,603 1,528,391
売掛金 119,446 39,745
店舗食材 578,339 538,390
仕掛品 7,959 －
原材料及び貯蔵品 77,503 38,827
前払費用 128,043 108,633
その他 37,680 29,533

固定資産 5,381,376 4,418,662
有形固定資産 4,031,888 3,195,609
建物 2,273,044 2,077,399
構築物 503,146 446,960
機械装置 110,827 95,280
車両運搬具 6,112 5,779
工具器具備品 140,803 78,645
リース資産 3,643 5,391
土地 867,061 443,946
建設仮勘定 127,249 42,205
無形固定資産 46,706 50,526
借地権 25,933 22,433
ソフトウエア 17,291 24,611
その他 3,481 3,481
投資その他の資産 1,302,781 1,172,526
投資有価証券 25,847 17,205
敷金保証金 591,652 602,141
保険積立金 324,220 289,606
長期前払費用 66,641 80,572
繰延税金資産 291,842 180,866
その他 2,576 2,134

資産合計 8,462,952 6,702,184

科目 当期 （ご参考）前期
負債の部
流動負債 3,670,387 2,597,473

買掛金 559,742 439,862
短期借入金 80,000 28,000
１年以内返済予定長期借入金 666,892 527,594
１年以内償還予定社債 270,000 295,000
リース債務 1,819 1,729
未払金 1,280,056 852,549
未払法人税等 216,544 222,045
未払消費税等 263,109 144,389
販売促進引当金 － 67,200
契約負債 319,908 －
資産除去債務 － 8,437
その他 12,313 10,665

固定負債 2,330,696 1,877,171
長期借入金 1,554,290 1,056,189
社債 640,000 730,000
リース債務 2,242 4,061
資産除去債務 9,213 5,618
役員株式給付引当金 66,363 41,436
その他 58,587 39,865

負債合計 6,001,083 4,474,644
純資産の部
株主資本 2,457,419 2,212,892
資本金 325,832 321,588
資本剰余金 341,127 336,883
資本準備金 306,932 302,688
その他資本剰余金 34,195 34,195
利益剰余金 1,893,923 1,657,827
利益準備金 400 400
その他利益剰余金 1,893,523 1,657,427
繰越利益剰余金 1,893,523 1,657,427

自己株式 △103,464 △103,406
評価・換算差額等 4,449 △1,563
その他有価証券評価差額金 4,449 △1,563
新株予約権 － 16,210
純資産合計 2,461,869 2,227,539
負債・純資産合計 8,462,952 6,702,184
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損益計算書（2022年２月1日から2023年１月31日まで） （単位：千円）

科目 当期 （ご参考）前期
売上高 18,676,671 15,122,330
売上原価 5,201,507 4,005,956
売上総利益 13,475,164 11,116,373
販売費及び一般管理費 12,961,053 10,816,733
営業利益 514,110 299,639
営業外収益 105,109 78,670
受取利息配当金 2,716 3,030
賃貸収入 14,329 9,458
雑収入 88,064 66,180
営業外費用 36,699 33,635
支払利息 29,661 24,363
社債発行費 3,217 5,230
雑損失 3,821 4,041
経常利益 582,520 344,674
特別利益 147,071 549,060
固定資産売却益 93 125
新株予約権戻入益 7,726 2,304
受取保険金 － 60,459
助成金収入 131,403 434,546
受取補償金 － 51,625
資産除去債務戻入益 1,195 －
違約金収入 6,652 －
特別損失 81,849 257,915
固定資産除却損 4,360 11,364
投資有価証券評価損 － 10,080
店舗閉鎖損失 － 6,139
店舗閉鎖損失引当金繰入額 2,208 3,605
訴訟和解金 － 37,239
減損損失 75,281 189,486
税引前当期純利益 647,741 635,819
法人税・住民税及び事業税 287,343 233,613
法人税等調整額 △53,395 15,930
当期純利益 413,794 386,275
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株主資本等変動計算書（2022年２月1日から2023年１月31日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2022年２月１日期首残高 321,588 302,688 34,195 336,883 400 1,657,427 1,657,827 △103,406 2,212,892

会計方針の変更による
累積的影響額 △137,780 △137,780 △137,780

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 321,588 302,688 34,195 336,883 400 1,519,647 1,520,047 △103,406 2,075,111

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 4,244 4,244 4,244 8,489

剰余金の配当 △39,917 △39,917 △39,917

当期純利益 413,794 413,794 413,794

自己株式の取得 △57 △57

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 4,244 4,244 － 4,244 － 373,876 373,876 △57 382,307

2023年１月31日期末残高 325,832 306,932 34,195 341,127 400 1,893,523 1,893,923 △103,464 2,457,419

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2022年２月１日期首残高 △1,563 △1,563 16,210 2,227,539

会計方針の変更による
累積的影響額 △137,780

会計方針の変更を反映し
た当期首残高 △1,563 △1,563 16,210 2,089,759

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権の行使） 8,489

剰余金の配当 △39,917

当期純利益 413,794

自己株式の取得 △57

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 6,012 6,012 △16,210 △10,197

事業年度中の変動額合計 6,012 6,012 △16,210 372,110

2023年１月31日期末残高 4,449 4,449 － 2,461,869
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産
・店舗食材及び原材料 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 14年～31年
構築物 10年～30年
また、定期借地権契約上の店舗の建物及び構築物については、その耐用年数が定期借地権契約
期間を超えている場合は、定期借地権契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法に
よっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④ 長期前払費用 定額法を採用しております。

（3）繰延資産の処理方法
社債発行費 支出時に全額費用処理しております。

（4）引当金の計上基準
役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく取締役（監査等委員である者を除く。）への当社株式の給付に備え

るため、当事業年度末における株式給付債務の見込み額に基づき計上しております。
店舗閉鎖損失引当金 閉店を決定した店舗について、店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、将来発生すると

見込まれる損失額を計上しております。

2023年03月27日 17時06分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



31

（5）収益及び費用の計上基準
当社は飲食事業における直営店の運営を主としており、飲食事業においては顧客に商品を提供した時点で履行義務が充足される

ことから、当該時点をもって収益を認識しております。また、顧客に発行した無料引換券については、顧客が無料引換券を使用す
るごとに商品を提供する義務を負っており、当該無料引換券の使用時または失効時に履行義務が充足されることから、当該時点で
収益を認識しております。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金
③ ヘッジ方針 金利変動リスクを回避するために、特例処理の条件内でヘッジを行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法 特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。

2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度
の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することといたしました。これにより、顧客に発行した無料引換券の使用について、従来は、無料引換券の使用
による費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を「販売促進引当金」として計上しておりましたが、発行した無料
引換券を履行義務として識別し、取引価格から将来顧客により行使されると見込まれる金額を控除し収益を認識する方法に変更し
ております。また、従来は、無料引換券の使用による費用負担額を販売促進費として販売費及び一般管理費に計上しておりました
が、履行義務に対応する費用として売上原価に計上する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度

の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高か
ら新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに
従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識
会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変
更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高は54,719千円減少し、売上原価は144,368千円増加し、販売費及

び一般管理費は158,868千円、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は40,219千円それぞれ減少しております。また、利益
剰余金の当期首残高は137,780千円減少しております。
収益認識会計基準等を適用したため、当事業年度より、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「販売促

進引当金」は「契約負債」として表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年

度の期首から適用し、時価算定会計基準第19号及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44
－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお
ります。これによる、計算書類への影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしま

した。
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3. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 75,281千円

有形固定資産 4,031,888千円

無形固定資産 46,706千円

長期前払費用 66,641千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位である店舗単位によって資産のグルーピングを行っております。ま

た、賃貸資産については、物件ごとにグルーピングを行っております。資産グループの収益性の低下により減損の兆候があると認め
られた場合には、回収可能価額と帳簿価額を比較し減損損失の要否を判定しており、減損損失を認識すべきであると判定した場合、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損失を計上しております。
減損損失の要否の判定において使用する将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された事業計画を基礎としております。事業

計画は、過去の業績推移や食材単価を始めとしたコストの趨勢を考慮しております。しかしながら、将来の市場環境等、事業計画の
前提とした条件や仮定に変更が生じ、実際の営業損益またはキャッシュ・フローが見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に
重要な影響を及ぼす可能性があります。

5. 貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建物 141,073千円
土地 337,516千円

計 478,589千円
上記の物件は、長期借入金（１年以内返済予定額を含む）302,000千円の担保に供しております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 5,595,750千円
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6. 損益計算書に関する注記
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所

店舗 建物・構築物・機械装置 北海道岩見沢市

店舗 建物・構築物・機械装置 福島県須賀川市

店舗 建物・構築物・機械装置・工具器具備品 新潟市東区

当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位である店舗単位によって資産のグルーピングを行っております。また、
賃貸資産については、物件ごとにグルーピングを行っております。
店舗の一部については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、早期の黒字化が困難と予想されるため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額しており、当該減少額を減損損失（75,281千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物62,845
千円、構築物8,865千円、機械装置3,483千円、工具器具備品87千円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は、固定資産の正味売却価額により測定しております。

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 2,508,500株 5,600株 －株 2,514,100株

（2）自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 65,047株 30株 －株 65,077株

（注）１ 発行済株式の数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。
２ 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
３ 当事業年度期首の自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が保有する当社株式51,400株、当事業年度末の自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」に係る信託財産として株式会社
日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式51,400株が含まれています。
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（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2022年４月27日開催の第29回定時株主総会において、次のとおり決議しております。
・配当金の総額 39,917千円
・１株当たり配当金額 16円
・基準日 2022年１月31日
・効力発生日 2022年４月28日

（注） 2022年４月27日開催の定時株主総会において決議された配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保
有する当社株式に対する配当金822千円が含まれております。

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
2023年４月27日開催予定の第30回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 40,006千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 16円
・基準日 2023年１月31日
・効力発生日 2023年４月28日

（注） 2023年４月27日開催予定の定時株主総会に付議する配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有す
る当社株式に対する配当金822千円が含まれております。

（4）当事業年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 19,500千円
未払事業所税 313千円
契約負債 97,284千円
未払賞与 35,044千円
減価償却費 48,752千円
資産除去債務 38,197千円
減損損失 204,615千円
投資有価証券 6,051千円
その他 444千円
繰延税金資産小計 450,203千円
評価性引当額 △156,416千円

繰延税金資産合計 293,786千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,944千円

繰延税金負債合計 △1,944千円
繰延税金資産の純額 291,842千円
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9. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については、設備投資計画に照らして、
必要な資金は主に銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクの回避を目的としており、投機的な
取引は行わない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、それらは業務上の関係を有する企業の株式がほとん
どであり、当該リスクに関しては財務経理部において定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握する体制
としております。
敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入預託保証金であります。当該敷金及び保証金については、当社の規則に従

い、適切な債権管理を実施する体制としております。
営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債、長期未払金は、主に設備投資に係る資金調達です。

変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されますが、長期借入を変動金利で実施し、その支払金利の変動リスクを回避して支払
利息の固定化を図る場合には、ヘッジの有効性の評価において金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしていることを前提に、
個別契約ごとに金利スワップ取引をヘッジ手段として利用することを原則としております。
デリバティブ取引の執行・管理については、当社の規則に従い、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、いずれも信用度

の高い国内の金融機関に限定しており、契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2023年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時価 差額
（1）投資有価証券 25,847 25,847 －千円
（2）敷金保証金（※２） 516,132 494,263 △21,869

資産計 541,980 520,110 △21,869
（1）１年以内返済予定長期借入金 666,892 683,547 16,655
（2）１年以内償還予定社債 270,000 271,548 1,548
（3）リース債務（流動負債） 1,819 1,926 107
（4）長期未払金（流動負債） 22,683 23,243 560
（5）長期借入金 1,554,290 1,529,043 △25,246
（6）社債 640,000 632,752 △7,247
（7）リース債務（固定負債） 2,242 2,119 △122
（8）長期未払金（固定負債） 56,987 55,727 △1,260

負債計 3,214,914 3,199,909 △15,005
デリバティブ取引 － － －

※１．「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税等」については、現金であること、
及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

※２．資産除去債務相当額を控除しております。

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内（千円） １年超５年以内（千円） ５年超10年以内（千円） 10年超（千円）

現金及び預金 2,132,603 － － －

売掛金 119,446 － － －

敷金保証金 21,845 103,007 322,458 68,821

合計 2,273,895 103,007 322,458 68,821

２．長期借入金、社債、リース債務及び長期未払金の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 666,892 563,593 421,080 284,672 111,657 173,288

社債 270,000 220,000 325,000 75,000 20,000 －

リース債務 1,819 1,913 328 － － －

長期未払金 22,683 21,743 19,870 11,941 3,433 －

合計 961,394 807,250 766,278 371,613 135,090 173,288
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 25,847 － － 25,847

資産計 25,847 － － 25,847

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 494,263 － 494,263

資産計 － 494,263 － 494,263

１年内返済予定の長期借入金 － 683,547 － 683,547

１年内償還予定の社債 － 271,548 － 271,548

リース債務（流動負債） － 1,926 － 1,926

長期未払金（流動負債） － 23,243 － 23,243

長期借入金 － 1,529,043 － 1,529,043

社債 － 632,752 － 632,752

リース債務（固定負債） － 2,119 － 2,119

長期未払金（固定負債） － 55,727 － 55,727

負債計 － 3,199,909 － 3,199,909

2023年03月27日 17時06分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



38

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

投資有価証券は相場価格のある活発な市場で取引されている上場株式により構成されておりますので、レベル１の時価に分類
しております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の利率を基に割引現在価値法により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。また、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、
当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的と見積もられる利率
で割り引いて算定する方法によっております。

社債（１年内償還予定を含む）
社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定してお

り、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金

長期未払金の時価は、元利金の合計額を同様の割賦契約を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。
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10. 賃貸等不動産に関する注記
重要性がないため記載を省略しております。

11. 持分法損益等に関する注記
該当事項はありません。

12. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

13. 収益認識に関する注記
(1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当事業年度（自 2022年２月１日 至 2023年１月31日）

当事業年度
飲食事業 18,612,948千円
その他 63,723

外部顧客への売上高 18,676,671
(2）顧客との契約から生じる収益を理解するため基礎となる情報
当社の収益を理解するための基礎となる情報は、【個別注記表】の１.重要な会計方針に係る事項に関する注記の⑸収益及び費用の計

上基準に記載のとおりであります。
(3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

当事業年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 39,745千円 119,446千円
契約負債 265,188千円 319,908千円

契約負債は、顧客に発行した無料引換券を履行義務として識別し、取引価格から将来顧客により行使されると見込まれる金額を控除
したもので、収益の認識に伴い取崩されます。
②残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

14. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,005円25銭
（2）１株当たり当期純利益 168円99銭

（注）「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する自社の株式は、１株当たり当期純
利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

15. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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16. その他の注記
（取締役に対する株式給付信託（BBT）の導入）
当社は、2018年４月26日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、2018年６月25日より、当社取締役（監査等委員である取締

役、及びそれ以外の取締役のうち社外取締役である者を除く）に対して、中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献する意識を高め
ることを目的とし、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導
入しております。
1. 取引の概要

当社が拠出する金銭を原資として、本制度に基づき設定される信託を通じて当社株式を取得します。取得した当社株式は、取締役
に対して、当社が定める「役員株式給付規程」に従い、受益者要件を満たした者に当社株式等を給付します。

2. 信託に残存する当社株式
信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式として計上していま

す。
当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、83,197千円、51,400株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて）
新型コロナウイルス感染症の動向が引き続き懸念され、先行きは未だ不透明なまま推移すると予想されますが、今後の見通しにつき

ましては、感染症法上の分類が第５類に引き下げられること等の要因により、徐々に回復に向かうことが期待されます。
当社では、現状の感染状況を踏まえ、状況は改善すると考慮し、2024年１月期は大きな影響はないものと仮定し、固定資産の減損

及び繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年３月27日
株式会社丸千代山岡家
取締役会 御中

清明監査法人
北海道札幌市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 北 倉 隆 一
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 島 貫 幸 治

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸千代山岡家の2022年２月１日から2023年１月

31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計

算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

2023年03月27日 17時06分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



43

監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年２月１日から2023年１月31日までの第30期事業年度における取締役の職務の執行について監
査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人清明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年３月29日
株式会社 丸千代山岡家 監査等委員会

監査等委員（社外取締役） 坂 本 尚 幸 ㊞
監査等委員（社外取締役） 斉 藤 世司典 ㊞
監査等委員（社外取締役） 渡 辺 剛 ㊞

（注） 監査等委員坂本尚幸、斎藤世司典、渡辺剛は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であり
ます。

以 上

2023年03月27日 17時06分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



会場
ロイトン札幌 3階「ロイトンホール」
札幌市中央区北1条西11丁目1番地 TEL（011）271－2711

交通
J R ●A 札幌駅 札幌駅からタクシー約5分
地 下 鉄 ●B 東西線 西11丁目駅下車 ①番出口左折徒歩約3分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図
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※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
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